
※ 上記の表は、都道府県、指定都市及び中核市から回答のあった２１，８７４小学校区を母数としている。

※ 実施状況は、いずれかの事業を実施１６，５４７小学校区（７５．６％）、両事業を実施４，１５３小学校区（１９．０％）,放課後子ども

教室を実施 ５，７０７小学校区（２６．１％）、放課後児童クラブを実施 １４，９９３小学校区（６８．５％）

「放課後子どもプラン」における小学校等での実施状況

平成１９年１２月１日現在「放課後子どもプラン実施状況調査」

放課後子ども教室

小学校で実施 小学校外で実施 未実施

１,７９６小学校区 ４３０小学校区 ５,５４０小学校区 ７,７６６小学校区

(８.２％） (２.０％） (２５.３％） (３５.５％）

１,１８６小学校区 ７４１小学校区 ５,３００小学校区 ７,２２７小学校区

(５.４％） (３.４％） (２４.２％） (３３.０％）

１,１７４小学校区 ３８０小学校区 ５,３２７小学校区 ６,８８１小学校区

(５.４％） (１.７％） (２４.４％） (３１.５％）

４,１５６小学校区 １,５５１小学校区 １６,１６７小学校区 ２１,８７４小学校区

(１９.０％） (７.１％） (７３.９％） (１００.０％）
計

未実施

小学校外で実施

小学校で実施
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ

計
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児童委員、主任児童委員の活動に対する
必要な情報提供等について

近年、個人情報の保護に関する法律の施行や地域住民のプライバシー意識の高まり

などを受けて、 児童委員・主任児童委員へ必要な情報提供が行われない等の状況が

生じている。

各都道府県・指定都市・中核市あてに下記を依頼。

●児童委員・主任児童委員の円滑な活動に必要な情報の提供

●地域住民に対する児童委員・主任児童委員制度の正しい理解の普及

平成１９年３月２日事務連絡
「児童委員、主任児童委員の活動に対する必要な情報提供等について」
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妊産婦ケアセンター（仮称）のイメージ

妊産婦ケアセンター（仮称）の事業内容

施設の規模

②母体ケア
・母体の健康状態管理

・子宮の収縮等チェック

④乳房ケア

・乳房マッサージ

・乳汁の分泌量の調整

・乳腺炎予防

・乳頭亀裂ケア

①産前産後体操指導

③乳児ケア
・乳児の健康状態管理

・体重、排便等チェック

⑤各種相談・指導
・育児相談
・授乳指導
・沐浴指導

一週間程度ケアセンターに宿泊し、助産師及び
保健師又は臨床心理士等による妊産婦ケアを実施
①産前産後体操指導、②母体ケア、③乳児ケア、
④乳房ケア、⑤各種育児、授乳、沐浴等について
相談・指導
※日帰りのデイサービスも実施

居室（定員１０人程度）、食堂、カウンセリング室、乳児保育室、ランドリー室、体操等を行う多目的室 など

職員の配置

医師、助産師、保健師、看護師、臨床心理士、事務職員 など
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注１：表中、上段（ ）内は、平成２年度を１とした指数（伸び率）である。 注２：表中、中段［ ］内は、平成11年度を１とした指数（伸び率）である。

○ 全国の児童相談所における児童虐待に関する相談件数は、児童虐待防止法施行
前の平成１１年度に比べ、平成１９年度においては３．５倍に増加。

○ 全国の児童相談所における児童虐待に関する相談件数は、児童虐待防止法施行
前の平成１１年度に比べ、平成１９年度においては３．５倍に増加。

児童虐待相談対応件数の推移

6,932

11,631

17,725

37,323
34,472

33,408

26,569

23,73823,274

5,3524,102
2,722

1,9611,6111,3721,1711,101

40,639

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

平成２年度 平成３年度 平成４年度 平成５年度 平成６年度 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成10年度

(1.00) (1.06) (1.25) (1.46) (1.78) (2.47) (3.73) (4.86) (6.30)

1,101 1,171 1,372 1,611 1,961 2,722 4,102 5,352 6,932 

平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

(10.56) (16.10) (21.14) (21.56) (24.13) (30.34) (31.31) (33.90) (36.91)

［1.00］ ［1.52］ ［2.00］ ［2.04］ ［2.28］ ［2.87］ ［2.96］ ［3.21］ ［3.49］

11,631 17,725 23,274 23,738 26,569 33,408 34,472 37,323 40,639
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平成20年度「生後4か月までの全戸訪問事業」及び「育児支援家庭訪問事業」都道府県別実施状況

実施市区町村数 実施率 実施市区町村数 実施率 実施市区町村数 実施率 実施市区町村数 実施率

北 海 道 114 63.3% 67 37.2% 滋 賀 県 21 80.8% 16 61.5%

青 森 県 22 55.0% 10 25.0% 京 都 府 16 61.5% 14 53.8%

岩 手 県 33 94.3% 23 65.7% 大 阪 府 30 69.8% 32 74.4%

宮 城 県 35 97.2% 32 88.9% 兵 庫 県 37 90.2% 24 58.5%

秋 田 県 17 68.0% 4 16.0% 奈 良 県 16 41.0% 14 35.9%

山 形 県 31 88.6% 22 62.9% 和 歌 山 県 12 40.0% 5 16.7%

福 島 県 30 50.0% 16 26.7% 鳥 取 県 14 73.7% 3 15.8%

茨 城 県 30 68.2% 21 47.7% 島 根 県 17 81.0% 12 57.1%

栃 木 県 25 80.6% 17 54.8% 岡 山 県 22 81.5% 18 66.7%

群 馬 県 28 73.7% 16 42.1% 広 島 県 19 82.6% 11 47.8%

埼 玉 県 43 61.4% 29 41.4% 山 口 県 17 85.0% 11 55.0%

千 葉 県 36 64.3% 17 30.4% 徳 島 県 16 66.7% 9 37.5%

東 京 都 40 64.5% 45 72.6% 香 川 県 13 76.5% 7 41.2%

神 奈 川 県 16 48.5% 13 39.4% 愛 媛 県 12 60.0% 6 30.0%

新 潟 県 25 80.6% 13 41.9% 高 知 県 19 55.9% 11 32.4%

富 山 県 12 80.0% 6 40.0% 福 岡 県 34 51.5% 30 45.5%

石 川 県 19 100.0% 19 100.0% 佐 賀 県 19 95.0% 9 45.0%

福 井 県 17 100.0% 5 29.4% 長 崎 県 20 87.0% 14 60.9%

山 梨 県 21 75.0% 16 57.1% 熊 本 県 32 66.7% 14 29.2%

長 野 県 56 69.1% 28 34.6% 大 分 県 13 72.2% 10 55.6%

岐 阜 県 31 73.8% 16 38.1% 宮 崎 県 14 46.7% 6 20.0%

静 岡 県 31 75.6% 15 36.6% 鹿 児 島 県 23 50.0% 10 21.7%

愛 知 県 38 65.5% 35 60.3% 沖 縄 県 38 92.7% 16 39.0%

三 重 県 20 69.0% 13 44.8% 全国計/平均 1,244 71.8% 800 45.4%

平 成 19 年 度 1,063 58.2% 784 42.9%

※　各都道府県には政令指定都市・中核市を含む。

※　平成２０年度次世代育成支援対策交付金内示ベース

生後４か月までの全戸訪問事業
（こんにちは赤ちゃん事業）

育児支援家庭訪問事業
生後４か月までの全戸訪問事業

（こんにちは赤ちゃん事業）
育児支援家庭訪問事業
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（１）「児童福法等の一部を改正する法律（平成２０年法律第８５号）」等について

（第１７０回臨時国会へ提出、平成２０年１１月２６日に可決成立、１２月３日公布）

（２）里親制度の改正等について

○ 「養育里親」と「養子縁組を前提
とした里親」を制度上区別

○ 養育里親の研修等の義務化

○ 都道府県における里親支援に関
する業務の明確化

○ 養育里親手当、専門里親手当の引き上げ（平成２１年度～）
・養育里親手当の改善

月額 ３４，０００円 → ７２，０００円
（２人目以降は１人あたり ３６，０００円）

・専門里親手当の改善
月額 ９０，２００円 → １２３，０００円
（２人目は ８７，０００円）

○ 養育里親の研修カリキュラム、テキストの例を提示
○ 里親支援機関事業の創設（平成２０年度～）

社会的養護体制の拡充について社会的養護体制の拡充について

【社会的養護関連部分の主な内容】
○ 里親制度の改正（２１年４月施行）
○ 小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）の創設（２１年４月施行）
○ 要保護児童対策地域協議会の機能強化（２１年４月施行）
○ 家庭支援機能の強化（２１年４月施行）
○ 年長児の自立支援策の見直し（２１年４月施行）
○ 施設内虐待（被措置児童等虐待）の防止（２１年４月施行）
○ その他（後期行動計画の策定（２２年４月施行）

児童福祉法等の改正の具体的内容
児童福祉法等の改正を踏まえた

平成２１年度予算（案）等による施策の具体的内容（案）
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（３）小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）の創設について

（４）施設退所後の支援について

○ 児童自立生活援助事業（自立援
助ホーム）の見直し
・都道府県に対する申込制の導入
・対象年齢を２０歳まで引き上げ
・都道府県に対する事業の実施義
務化
・より確実な財政的支援

○ 児童自立生活援助事業について、平成２１年度予算（案） に

より、児童入所施設措置費へ組入れ
・児童一人当たり単価（定員６名の場合）
事業費・・・人件費、旅費、庁費、職員研修費、管理費など

概ね月額１９万円程度（地域により異なる）
事務費・・・一般生活費（概ね１万円程度）

○ ５人以上の子どもを養育者の住
居において養育する事業の創設

○ 里親、施設と並ぶ子どもの養育
の委託先として位置づけ

○ 事業を実施する者に関する要件を設定
○ 人員配置、設備等について基準を設定
○ 都道府県の監督、支援体制の確保等、運営について規定
○ 平成２１年度予算（案）により予算化

・児童一人当たり単価
事務費・・・人件費、旅費、庁費、職員研修費、管理費など

概ね月額１５万円程度（地域により異なる）
事業費・・・一般生活費、教育費、医療費等里親と同様

児童福祉法等の改正の具体的内容
児童福祉法等の改正を踏まえた

平成２１年度予算（案）等による施策の具体的内容（案）

２

○ 地域生活・自立支援事業（モデル事業）の実施（平成２０年度
～）
・施設等を退所した児童への就業や相談等の地域支援
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（５）児童福祉施設等におけるケアの充実について

（６）被措置児童等虐待の防止について

○ 被措置児童等虐待の定義
○ 外部へ知らせる仕組みと通告者
の不利益取扱の禁止

○ 都道府県の講じるべき措置の明
確化

○ 国による検証・調査研究、都道府
県による状況等の公表

○ 都道府県における具体的な対応方法について、国において
被措置児童等虐待ガイドラインを作成

○ 被措置児童等に対する周知リーフレットの例を提示

児童福祉法等の改正の具体的内容
児童福祉法等の改正を踏まえた

平成２１年度予算（案）等による施策の具体的内容（案）

３

○ 施設の小規模化の推進
○ 基幹的職員の配置

○ 児童家庭支援センターについて、平成２１年度予算（案）によ
り、１００か所を目標に推進するとともに、心理療法担当職員
の常勤化を図る

○ 国の行動計画策定指針に社会的養護の提供量を見込む際
に勘案事項を記載

○ 平成２０年１０月に実施した、社会的養護ニーズ把握調査の
結果等に基づき、国から提供量の見込み方については具体
的な例を提示

○ 家庭支援機能の強化
・児童家庭支援センターについて、
施設附置要件を撤廃し、医療機関、
ＮＰＯ等における設置も可能とする

○ 後期行動計画の策定
・次世代育成支援対策推進法に基
づく都道府県行動計画における社
会的養護の提供体制に関する事
項の明確化

３29



児童扶養手当法の一部支給停止及び適用除外について（概要）

○ 児童扶養手当については、平成１４年の母子及び寡婦福祉法等の改正の際に、離婚後等の生活の激変を
一定期間内で緩和し、自立を促進するという趣旨から、就労支援施策等の強化を図ることとあわせて、平
成２０年４月から受給期間が５年を超える場合に、その一部を支給停止することとされた。

・児童扶養手当の支給開始月の初日から起算して５年（又は手当の支給要件に該当する日の属する月の

初日から起算して７年)を経過したときは手当の額の１／２を支給停止する。

・３歳未満の児童を育てている場合は、３歳までの期間は５年の受給期間に含めない取扱いとする。

○ ただし、政令により、受給資格者が就業していること等の一定の事由に該当する場合は一部支給停止の
適用を除外することとしている。

（１）手当の一部支給停止の適用除外となる事由
① 就業している。

② 求職活動等自立を図るための活動をしている。

③ 身体上又は精神上の障害がある。

④ 負傷又は疾病等により就業することが困難である。

⑤ 受給資格者が監護する児童又は親族が障害、負傷、疾病、要介護状態等にあり、受給資格者が介

護する必要があるため、就業することが困難である。

（２）一部支給停止の適用除外となるための手続き

○ 原則として手当の支給開始後５年等を経過する月(以下「５年等満了月」という。)の末日までに、

（１）①～⑤のいずれかに該当する旨を証明する書類を自治体に提出。

（各自治体からは前々月までに事前のお知らせを送付し、対象者に手続きを促すこととしている。）

○ 仮に書類の提出期限までに手続きが行われず、一部支給停止の対象となった場合であっても、後

日、書類の提出が行われれば、内容に応じ２年間はさかのぼって差額支給が可能。

概 要

具体的な内容
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